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第 ５ 回   熊本県議会  農林水産常任委員会会議記録 

 

平成28年１月26日(火曜日) 

            午前９時59分開議 

            午前10時41分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 報告事項 

  ①農業産出額及び生産農業所得について 

  ②地域営農組織の法人設立状況について 

  ③「浜の活力再生プラン」の進捗状況に 

   ついて 

  ――――――――――――――― 

出席委員(８人) 

        委 員 長 浦 田 祐三子 

        副委員長 山 口   裕 

        委  員 山 本 秀 久 

        委  員 前 川   收 

        委  員 吉 永 和 世 

        委  員 磯 田   毅 

        委  員 岩 本 浩 治 

        委  員 大 平 雄 一 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

農林水産部 

部 長 濱 田 義 之 

政策審議監 田 中 純 二 

経営局長 田 中 信 行 

生産局長 園 田   誠 

農村振興局長 小 栁 倫太郎 

森林局長 江 上 憲 二 

水産局長 平 岡 政 宏 

農林水産政策課長 白 石 伸 一 

首席審議員兼団体支援課長 山 口 洋 一 

農地・農業振興課長 川 口 卓 也 

農地・農業振興課政策監 鳥 井   修 

担い手・企業参入支援課長 吉 野 昇 治 

流通企画課長 荒 木   亮 

むらづくり課長 村 山 直 康 

農業技術課長 下 舞 睦 哉 

農産課長 酒瀬川 雅 士 

園芸課長 潮 崎 昭 二 

畜産課長 中 村 秀 朗 

農村計画課長 池 田 雄 一 

農地整備課長 西 森 英 敏 

技術管理課長 原   俊 彦 

森林整備課長 赤 羽   元 

林業振興課長 宮 田   修 

森林保全課長 三 原 義 之 

水産振興課長 木 村 武 志 

漁港漁場整備課長 長 井 英 治 

農業研究センター所長 松 尾 栄 喜 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

議事課課長補佐 小 夏   香 

政務調査課主幹 松 野   勇 

――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

○浦田祐三子委員長 おはようございます。 

 ただいまから、第５回農林水産常任委員会

を開会いたします。 

 それでは、報告事項に入ります。 

 執行部から報告の申し出が３件あっており

ます。質疑は、説明を受けた後にまとめて受

けたいと思います。なお、審議を効率よく進

めるため、執行部の説明は着席のままで簡潔

に行ってください。 

 それでは、農林水産部長から総括説明を行

い、続いて関係課長から順次説明をお願いし

ます。 

 

○濱田農林水産部長 おはようございます。 
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 改めて、本年もどうぞよろしくお願いを申

し上げたいと思います。 

 まず、総括説明に先立ちまして、２件報告

させていただきます。 

 １件目でございます。昨日までの記録的な

大雪、低温に係る被害についてでございま

す。 

 現在、被害の全容の把握に努めているさな

かではございますが、現時点で、芦北、天

草、八代など、県单地域を中心にビニールハ

ウスの災害、被害が確認されております。 

 引き続き、関係市町村、それから団体、こ

ういったところと一緒になって被害の全容把

握の確認、そして的確な対応に努めてまいり

たいというふうに考えております。 

 それから、２点目でございます。 

 去る20日でございますが、総額3.3兆円に

上る国の補正予算が成立をいたしました。こ

の中には、御案内のとおり、ＴＰＰを見据

え、4,000億規模の農林水産業関係経費が盛

り込まれております。県としては、稼げる農

林水産業、この加速化に向けまして、これに

つなげられるよう、しっかりと対応してまい

る所存でございます。 

 それでは、今回の報告事項について御説明

させていただきます。３件、今回は報告を予

定しております。 

 まず第１点目は、昨年末に国が公表いたし

ました平成26年の農業産出額及び生産農業所

得について、本県の状況を報告させていただ

きます。 

 ２件目でございますが、効率的で持続可能

な土地利用型農業に資する地域営農組織の法

人設立の状況について御報告させていただき

ます。 

 ３点目でございますが、水産業でございま

す。 

 持続的な発展に向けて、各地域において具

体的な取り組みを定めます浜の活力再生プラ

ン、この進捗状況について御報告させていた

だく予定でございます。 

 詳細につきましては、それぞれ担当課長か

ら御説明させていただきますので、どうぞよ

ろしくお願い申し上げます。 

 

○浦田祐三子委員長 次に、報告①農業産出

額及び生産農業所得について、説明をお願い

します。 

 

○白石農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 平成26年の農業産出額及び生産農業所得が

昨年末に農林水産省から公表されましたの

で、御報告いたします。 

 この統計は、国が毎年１月１日から12月31

日までの１年間における農業生産の実態を把

握し、農政の企画立案等の基礎資料とするた

め、推計を行っているものでございます。 

 それでは、資料の１ページをお願いいたし

ます。 

 農業産出額でございます。 

 平成26年の農業産出額は3,283億円で、前

年に比べ33億円、1.0％の増加となっており

ます。棒グラフのとおり、５年連続で増加し

ているところでございます。 

 また、全国の順位は、右の表のとおり、全

国６位、九州では３位となっております。 

 次、２ページをお願いいたします。 

 農業産出額の部門別及び品目別の内訳でご

ざいます。 

 部門別では、円グラフのとおり、野菜と畜

産、それ以外の部門がそれぞれ３分の１ずつ

を占めておりまして、本県農業の特徴であり

ます多彩な農業を反映しているところでござ

います。 

 また、品目別では、右の表のとおり、トマ

ト、米、肉用牛が上位３品目となっておりま

して、以下、生乳、豚、ミカン、スイカ、イ

チゴ、メロン、ナスなどの順となっておりま

す。 
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 次、３ページをお願いいたします。 

 農業産出額に関する前年との比較でござい

ます。 

 左側の部門別比較表の中ほどの対前年増減

額を見てみますと、耕種部門におきまして、

米価下落で米が50億円の減尐、ミカンの価格

下落で果実が23億円の減尐となりましたが、

畜産物の価格上昇によりまして、肉用牛、乳

用牛ともに11億円、豚が37億円と大幅に増加

したため、農業産出額全体では前年より33億

円の増加というふうになっております。 

 次に、右側の品目別比較では、トマトが41

1億円と、昨年に引き続き１位というふうに

なっております。 

 次に、４ページをお願いいたします。 

 生産農業所得でございます。 

 これは４ページの下段の参考のところの点

線囲みのところに書いておりますが、生産農

業所得とは、農業産出額から物的経費を控除

し、経常的補助金等を加算したものというこ

とで、いわゆる県全体の農業所得というふう

に捉えることができるものでございまして、

稼げる農業を目指す本県としましては、重要

な指標というふうに考えております。 

 左側の年次別の推移の棒グラフでは、平成

21年に879億円まで落ち込んだものの、最近

では回復傾向にございます。平成26年は、農

業産出額の伸びなどにもよりまして1,186億

円で、前年に比べ19億円、1.6％の増加とな

っております。また、生産農業所得が農業産

出額に占める割合は36％となっております。 

 次に、全国での順位は、右側の表のとお

り、４位、九州では１位ということで、平成

24年から３年連続で１位となっております。 

 なお、農業産出額では、鹿児島県や宮崎県

に次ぐ九州３位ですが、生産農業所得では九

州１位というふうになっております。これ

は、畜産が中心の鹿児島県や宮崎県に対しま

して、本県の農業が施設園芸、米、畜産など

バランスよく構成されていることに加えまし

て、稼げる農業の実現に向けた農業所得向上

に取り組んでいる本県の施策の成果が、まあ

尐しずつではございますが、あらわれている

ものというふうに考えております。 

 説明は以上でございます。よろしくお願い

いたします。 

 

○浦田祐三子委員長 次に、報告②地域営農

組織の法人設立状況について、説明をお願い

します。 

 

○吉野担い手・企業参入支援課長 担い手・

企業参入支援課でございます。 

 地域営農組織の法人設立状況につきまし

て、平成27年12月現在で取りまとめておりま

すので、御報告をいたします。 

 まず、１ページをお願いいたします。 

 担い手確保や農地集積によるコスト削減、

それから、雇用面、資金調達面等での対外的

な信用力向上、経営の多角化等により、効率

的で持続的な土地利用型農業を実現するた

め、市町村やＪＡ等の関連機関と連携いたし

まして、リーダー育成や地域の合意形成を支

援するなど、地域営農組織の法人化を推進し

てまいりました。 

 その結果でございます。 

 まず、左のグラフをごらんください。 

 これまで年間数件でございました設立件数

が、平成27年度には、12月末現在で約４倍の

25件に急増いたしました。 

 右のグラフでございます。 

 これまでの累計でございます。赤い折れ線

のグラフが法人数で、12月末現在で72法人と

なっております。 

 なお、桃色の棒グラフでございますが、こ

ちらは法人化していない任意組織も加えた地

域営農組織の総数でございまして、こちら

は、ここ数年、340前後で横ばい状況でござ

います。 

 ２ページをお願いいたします。 
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 地域営農組織の法人を規模別に見ますと、

30から50ヘクタールの規模が18法人と最も多

く、次いで10ヘクタール未満というふうにな

っております。 

 27年度の設立法人について見ますと、グラ

フの緑色の部分でございますけれども、10ヘ

クタール未満が７法人と最も多く、次いで10

から20ヘクタール、次いで30から50ヘクター

ルという順になってございます。 

 次に、地域別に見ますと、菊池地域が14法

人と最も多く、次いで天草、球磨地域の順と

なっております。 

 27年度設立法人について見ますと、グラフ

の赤い部分でございますけれども、上益城地

域が７法人で最も多く、次いで天草、それか

ら同数で菊池と阿蘇という順になっておりま

す。 

 また、次のページをごらんください。 

 法人の位置図をつけております。 

 比較的平たん部が多いことがおわかりにな

ると思いますけれども、産山村、高森町、芦

北町、それから天草市等、中山間地域におき

ましても法人が設立されてきております。な

お、赤点のほうが27年度の設立法人でござい

ます。 

 次、４ページをお願いいたします。 

 ここに挙げましたのは、農地集積や生産コ

スト削減の取り組みを通して設立された法人

の事例でございます。 

 まず、上の農地集積重点地区の取り組みで

すが、地域ぐるみで農地集積に取り組む地区

を重点地区としまして、27年度までに88地区

を指定しております。 

 そこでは、農地集積専門員が、市町村、地

元農業委員会、ＪＡ等の関係機関と一体とな

って話し合い活動を展開しまして、農地中間

管理事業と一体的に農地集積を進めておりま

す。 

 その取り組みを通じまして、事例といたし

まして、高森町の草部地区では、急傾斜に圃

場が点在する条件不利地域ではございますけ

れども、右の写真のように、地域で話し合い

を続けられ、地域の農地を守っていくため

に、昨年12月に法人が設立されております。

今後の担い手の確保や農作業の効率化、経費

の節減が期待されるところでございます。 

 次に、下の低コスト生産のモデル地区の取

り組みでございますが、米の生産コストの削

減を目指して県内６カ所を低生産モデル地区

として指定し、カントリーエレベーターを核

といたしました経営面積が100ヘクタールを

超えるような大規模な広域農場、メガ法人で

ございますけれども、その設立を進めており

ます。 

 その取り組みを通じまして、嘉島町では、

町全体を範囲としました九州最大の経営面積

を有する農事組合法人かしま広域農場が、昨

年11月に設立をされております。また、25年

10月に設立されましたネットワーク大津にお

いては、全国や県平均に比べ生産コストが３

割削減される効果を上げておられます。 

 今後とも、さまざまな取り組みによりまし

て、地域営農組織の組織化や法人化を推進し

てまいります。 

 説明は以上でございます。よろしくお願い

いたします。 

 

○浦田祐三子委員長 次に、報告③「浜の活

力再生プラン」の進捗状況について、説明を

お願いします。 

 

○木村水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 資料の３をお願いいたします。 

 当課からは、浜の活力再生プランの進捗状

況について御報告します。 

 まず、浜の活力再生プランについてです

が、各浜々が抱える課題に対して、漁業者み

ずからが活力再生に向けた具体的な取り組み

について、漁協と市町等で構成される再生委
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員会で策定されるプランのことでございま

す。 

 具体的なプランの目標としては、策定５年

後までに漁家所得を10％向上させることとし

ております。平成26年度から取り組んでおり

ます。 

 このプランを策定することで、国の補助事

業の優先採択や県の支援事業を受けることが

できるようになっております。県では、平成

28年度までに、県内37漁協の全てで策定でき

るよう、指導、支援に取り組んでいるところ

でございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 これまでの策定状況ですが、平成26年度に

14漁協、平成27年度が、現在で策定中を含め

15漁協と、これまで29漁協で策定が進んでお

ります。残り８漁協については、来年度中に

は策定するよう準備中でございます。 

 表にお示ししますように、ノリ養殖とアサ

リ漁業と、比較的漁業種類が明確な有明地区

においては、既に全ての漁協で策定が進んで

おります。 

 主な取り組み内容といたしましては、ソフ

ト面では、販売促進、加工品の開発、干潟の

環境保全事業、ハード面では、漁船の省エネ

機器の導入等が進んでおります。 

 次のページをお願いいたします。 

 実践例につきまして、荒尾漁協と住吉漁協

及び河内漁協の取り組みの特徴的なところを

御紹介いたします。 

 荒尾漁協では、直販施設の整備を行いまし

て、近年話題になっておりますマジャク等の

生鮮魚介類の販売を開始いたしました。非常

に地元、他地域から集客がありまして、好評

であるということでございます。 

 次に、住吉漁協でございますが、婦人部に

よる養殖ノリを用いたつくだ煮でございます

「海苔子の一品」という商品をつくりまし

て、加工施設の整備も行いまして販路拡大を

行うなど、活気ある活動がなされておりま

す。 

 次に、河内漁協でございますが、養殖ノリ

の卖価アップを目指しまして、ノリ商社の求

める品質について、商社ごとに調査を行い、

この結果を生産者に伝えるような活動を行っ

て、卖価アップにつなげております。 

 このような平成26年度の取り組みについて

評価を行うべく、現在、各漁協からの報告を

収集中でございます。 

 最後に、平成27年度に策定が間に合わなか

った漁協につきましては、各漁協の理事会等

で協議を行うことを指導するなど、平成28年

度策定に向けて、指導を強力に行っていくこ

ととしております。 

 以上でございます。 

 

○浦田祐三子委員長 以上で執行部の説明が

終了いたしました。 

 それでは、質疑に入りたいと思います。 

 質疑はございませんか。 

 

○前川收委員 地域営農組織の設立状況につ

いて御報告をいただきまして、多分これは全

国ベースで見れば相当早いピッチで設立をし

ていただいて、努力をいただいているんだと

思っております。敬意を表したいと思いま

す。 

 その中で、高森町が中山間地域の中でつく

ったということで、これまではどちらかとい

うと競争力が強いというんですか、施業がし

やすい平地を中心に集約も進んでいますし、

それから法人化というのも進んできている。

それは私の地元でも、法人化はまだ難しいん

ですけれども、集約という視点から見れば、

平地のほうがやりやすいというのはもう絶対

的な条件だと思いますが、高森町の例は非常

に珍しいというんですか、今からのヒントと

いうんですかね、草部地域でそういった中山

間地域での集積が進み、それから法人まで立

ち上げられたということは、非常に興味を持
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っておるところでありますが、一般論とし

て、中山間地域のほうがどちらかというと耕

作放棄が進みやすい、これはみんながわかっ

ている常識でありまして、土地利用型農業と

いう前提の中で考えると、いかに中山間地域

の集約化を進めて、しかも担い手も尐ないの

が中山間地でありますから、担い手のほうに

農地を集約していくという、まあ２つ、農業

の効率化と農地を守るという２つの目的のも

う片一方のほうは、非常に中山間地のほうが

ニーズが高いというふうに私は思っていま

す。競争力も弱いわけですから。 

 その中で、中山間地域における取り組みの

状況とか、どういうことに的を絞って地元の

農家と話し合いをしていくべきなのか、その

辺のところで今お気づきのことがあれば、ち

ょっと教えてもらえればと思いますけれど

も。 

 

○吉野担い手・企業参入支援課長 今回の中

山間地域のほうで、例えば高森、それから産

山、そういうところでも法人化が行われてお

ります。 

 これは、今前川委員おっしゃったように、

組織化、法人化には２つの意味があって、１

つはコスト削減、もう一つは担い手の確保と

いうことだろうと思います。で、産山とか高

森とかいうところは、連担した田んぼがある

わけではないですから、コスト削減という意

味では限定的だろうというふうに思います。

ただ、担い手の確保、もう農家、集落の中で

農業をやれない人が出てくる中で、そういう

方の農地も補完しながらみんなで守っていこ

うよというような意味合いで、まさに担い手

対策としてこういうところではできてきたん

だろうというふうに考えております。 

 まだ中山間地域、なかなか組織化できてな

いところが実際多いんですけれども、今回の

ような例を示しながら、中山間地域にしっか

り目を向けて、担い手対策という面を強調し

ながら、今後とも取り組みを進めてまいりた

いというふうに考えております。 

 

○前川收委員 そこでお願いなんですけれど

も、中山間地域の農地をどう活用していくか

というのは、今おっしゃったように、１つの

圃場が１カ所に何十町歩も何町歩も集まって

いるわけじゃなくて、非常に点々点々、しか

も狭い農地があるということで、作業効率が

とても悪いということですから、できれば法

人化とかに合わせて――面整備の圃場整備を

やれと言うと、これはもう非常に畦畔つくる

だけの話で、なかなか効率化につながらない

ということが中山間の特性として私はあると

思っています。ですから、そういうことじゃ

なくて、例えば機械を共有化しましょうと、

機械の大きさが、平地のような大きな機械が

取り回しがきくわけじゃありません。一番最

適な規模の大きさの機械を選ぶ、しかも、そ

の機械が圃場にちゃんと入っていける、例え

ば農道ですね。作業道みたいなやつなんです

けれども、それが例えば軽トラしか入らない

からなかなか難しいとか、そういう細かな問

題点というのが中山間地帯にはいっぱいある

んですよね。水の手当てもなかなか難しいと

かですね。 

 そういう、何というんですかね、効率型の

農業を目指してどんとやるという、まあそれ

はそれで大事なことだと思いますが、中山間

の場合は、もうちょっときめ細やかに作業効

率を、尐しずつですけれども、上げていけ

る、そして担い手の方がここでもやっていけ

るというふうに思っていけるような、やっぱ

りモデルを考えてもらいたいなと思っている

んですね。 

 じゃないと、今のまま法人化してくれと

か、今のまま集約してくれと言われても、な

かなか、もう農地は尐し余っている状況があ

りますから、菊池の状況でいくと、中山間で

頑張っている農家の方が、もう平地のほうに



第５回 熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録（平成28年１月26日) 

 - 7 - 

土地を求めて、条件のいいところで農業をし

て、家はもちろん中山間に住んでいるんだけ

れども、そこ20分ぐらい出勤して、通いなが

ら、農地は平地でという話も現にもう出てき

ています。菊池は、特にそういうのが多いで

すね。ゴボウなんかは、いっぱいそういう形

でつくっていらっしゃる方が多いんですけれ

ども、せっかくの中山間の農地を守っていく

という前提においては、そんな大規模なお金

をかける必要はないので、何というかな、国

の規格でいくと、何ヘクタール以上のどうの

こうのというのがいっぱい規格があって、何

町ないとだめだとか、そういういろんな制約

があるから、中山間に使いにくいところがた

くさんあります。今、県も何か制度をつくっ

てもらっているみたいですけれども、もうち

ょっと気軽に、あんまり型にはまらずにそう

いう整備をやっていくと、その農地が生かし

ていけますというようなこともあわせて――

ただ法人化してくれとか、集約しろというこ

とじゃなくて、そうすれば何がメリットあり

ますよというような、そういう何かモデルを

つくって、制度もつくって、まあつくれば国

も後から追いかけてきてくれる可能性もあり

ますからですね。 

 そういうことに取り組んでもらいたいなと

思っていますけれども、草部のほうは、別に

そういうのを組み合わせたわけじゃなくて、

自発的にやってもらっているということで考

えていいんですかね。草部とか、今のもう１

カ所どこだっけ、中山間で設立されたという

ところの状況はどうですか。 

 

○川口農地・農業振興課長 農地・農業振興

課でございます。 

 今２カ所ございました草部、それと産山で

ございますけれども、これは農地集積の重点

地区でございます。 

 地域のほうで一生懸命話をしていただきま

して、先ほど吉野課長からありましたよう

に、自分ところの農地を背負っていく人たち

が誰もいなくなってくるという中で、法人化

という手段に至ったところなんですけれど

も、話し合いの中でやっていくという話。 

 ただ、委員おっしゃいました基盤整備、農

道の整備あたりにつきましては、別のところ

が一つございまして、大津のもやいネット真

城というのがございます。これは、御存じの

とおり、平場につきましてはネットワーク大

津という大きな法人ができ上がっていますけ

れども、上のほうに行きますと、標高が約30

0メートルございまして、もう段々です。段

々畑じゃございませんけれども、水田になっ

ております。手越しでしか機械が入らない。

機械が入らないところについては、耕作放棄

地になっているところも一部ございました。 

 そういう中で、ここにつきましては、一番

下の方が60歳、ここが代表になっておられま

すけれども、基盤整備に取り組もうとみんな

をまとめられました。その中で、負担金の問

題が出てまいります。この負担金につきまし

ては、県の集積のお金、約1,000万出るよう

な形になっております。それとあわせまし

て、機構の協力金、これを使いまして、特に

高齢農家の方々の負担金を減らしていこう

と、そういう中で基盤整備と一体となって取

り組むと、こういう話し合いをしっかりやっ

ていただいたところには受け皿が出てくる

と。 

 その受け皿が出てきたところにつきまして

は、先ほどの草部につきましては10ヘクター

ルちょっとでござますけれども、面積は多う

ございます、あそこはもっと。そのうち、だ

んだん地域ぐるみで話し合いをした受け皿と

いいますか、そういうところには必ず農地が

集まってくると思っていますので、県としま

しては、そういうところについては後押しと

いいますか、今後とも支援をずっと続けてい

きたいというふうに考えています。 
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○前川收委員 多分中山間地域にはもう余り

時間がないんじゃないかなと――今現場の中

で我々も暮らしていますけれども、と思いま

すので、今のお話を聞くと、多分市町村の意

欲というんですかね、モデル地区とか、そう

いうところの意欲あるところはどっと今みた

いな話があって、もちろんそれを受けてくれ

る現場の空気、地元の空気もあると思います

が、中山間地域に残されている時間は余りな

いと思います。平場のほうは、経済性の中で

自然にできてくるということで、まあ目立つ

のはそっちが目立つんだけれども、今やっぱ

り中山間、山間地域の農業をどう守るのか。

特にＴＰＰの話なんかがあると、実態的に何

がどうなるということじゃなくて、非常に悲

観的になっている農家の方が多くて、もう中

山間ではやっていけないというような空気感

もありますので、ぜひ中山間地域に力を入れ

ていただいて、そして今みたいなケースをセ

ットにしてもらって、こういうこともできま

すという、ただ何か集まってやりなさいみた

いな世界じゃだめですから、やっぱりメリッ

トの部分も含めて具体的な説明をしてもらい

ながら、入っていけるように、取り組んでい

ただけるように、お願いいたします。 

 以上です。 

 

○浦田祐三子委員長 ほかに質疑はありませ

んか。 

 

○吉永和世委員 浜の活力再生プランの実践

例をお示しいただいたんですが、これは一歩

も二歩も先に進んでいる事例なのかなという

ふうに思うんですけれども、漁協卖体で漁獲

高とか、やっぱり全体的に小さいところが結

構あると思うんですけれども、そういったと

ころはどこかの漁協と連携してやるとか、そ

ういったことも必要なのかなと思うんですけ

れども、そういった傾向というのは実際ある

のかないのか。 

 

○木村水産振興課長 有明海につきまして

は、現在広域化を進めているところでござい

ます。それと、未策定のところでは、やはり

委員御指摘のように、非常に小さいところも

ございますので、そういう道もあるよという

ことを指導しながらやっているところでござ

います。 

 未策定のところでは、昨年度、ちょっと合

併問題があったり、職員が１名しかいないと

いうようなところにつきましては、職員任せ

にせず、理事会の中で話し合いをしていただ

くようなことで、プランの策定に向かって指

導しているところでございます。 

 

○吉永和世委員 そういった流れって大事な

のかなというふうに思うんですね。漁協と漁

協だけじゃなくて、漁協とＪＡとか、何かそ

ういったプラス、プラスを足して一緒にでき

ること、そういったことも考えられないこと

ではないですかね。 

 

○木村水産振興課長 策定に当たっては、市

町村、またその他の団体等との連携も図るこ

とになっておりますので、そのあたりは可能

性があることだと思います。 

 

○吉永和世委員 そういった形をつくってい

ただけるような、そういった指導をぜひ県の

ほうで進めていただければというふうに思い

ますので、よろしくお願いしたいというふう

に思います。 

 以上です。 

 

○浦田祐三子委員長 ぜひお願いします。何

かもっとたくさんいろんなアイデアが出てき

そうなので、よろしくお願いいたします。 

 

○前川收委員 ちょっと広げていいですか、

質問の内容を。 
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○浦田祐三子委員長 どうぞ。 

 

○前川收委員 農業産出額の中で、33％畜

産。我が地元はかなりの畜産地帯なんですけ

れども、熊本の畜産界に今非常に大きな問題

が、まあ今じゃないんですけれども、ここず

っとですけれども、子牛価格の高騰という問

題、かなり潜在的な、構造的問題なのかなと

いうふうに思っていますが、１つは、熊本だ

けが上がっているのか、それとも日本全国上

がっているのかが１つと、子牛の価格が上が

って、枝肉価格が２年後、それが一緒に上が

ってくれれば一番ありがたいんですけれど

も、成牛の出荷時にですね。それがアンバラ

ンスになったときに、もう熊本の畜産、特に

肥育は崩れてしまうというふうに思っていま

して、ここはやっぱり何とかしていかない

と、もう今私の友人なんかの肥育農家は、子

牛を入れきらぬと、買いきらぬと、高過ぎ

て。それともう一つは不安があって、こんな

に高く仕入れて、将来、２年後どうなるんだ

ろうという不安があって、なかなか買いきら

ぬという状況がありますけれども、その現状

について県はどう認識なさっていますか、

今。 

 

○中村畜産課長 委員の御指摘のとおりに、

今全国的に繁殖素牛、肥育素牛も値上がりし

ていまして、兵庫等ではもう肥育牛の素牛が

100万円するということで、非常に全国的に

繁殖雌牛、肥育素牛の供給不足ということで

値上がりしております。 

 あわせまして、今肉の価格も相当上がって

いまして、Ａの５という価格は、枝肉キロ当

たりもともと2,200円だったものが、もう3,0

00円になっておりまして、肥育農家の販売価

格が大体90万だったものが、今は130万と

か、120万前後になっておりまして、上がっ

てきております。 

 委員も御承知のように、マルキン制度とい

うことで肥育の価格安定制度がございまし

て、生産の補塡制度がございますので、農協

等が農家さんのほうに指導しておりますの

も、平均価格で買いなさいと、そうすればマ

ルキンということで補塡があるので、いわゆ

る生産原価割れにはならないので、そういっ

た点を注意して買ってくれということで言っ

ております。 

 ただ、今供給不足ということもありまし

て、ここで非常に申し上げにくいんですけれ

ども、大手の食肉事業者がいい牛を買い占め

ているということで、一般農家さんは、そう

いった牛を買えないで、本来は繁殖雌牛に回

るべき雌牛を肥育向けに仕向けているという

ような状況があっていますので、とにかく繁

殖基盤の強化を進めていかないといけないと

思っております。 

 あか牛の生産につきましては、いろいろ新

あかシステムということで、乳牛を活用した

ところで肥育素牛の増頭を図っておりますけ

れども、なかなかその増頭が今供給に全て追

いついていませんので、さらにその対策を打

っていかなきゃいけないということで思って

おります。 

 今後、その基盤強化に係る取り組みは重要

だと思っていますので、何らかの方向を見出

していかなければならないと思っております

ので、またよろしくお願いいたします。 

 

○前川收委員 とても難しい問題だと思いま

すが、枝肉の価格も上がっていることは聞い

ておりますから、まあ需要と供給のバランス

でいけば、やや供給が足りない、需要が多く

て供給が足りないから、全体的に枝肉の値段

も上がってきていると思います。 

 それから、子牛はもう圧倒的に供給が足り

ないので、子牛の値段は物すごく上がってき

ているということで、一時期の倍以上になっ

ている。熊本でも100万以上とかいう話を聞
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いていますので、そういう状況になっている

ので、これは熊本県だけではなかなか難しい

のかもしれませんけれども、耕種農業と違っ

て、植えてその年のうちに収穫できるという

農業じゃないのが畜産の難しさでありますか

ら、例えば、適正な子牛の数を熊本において

どの程度やっぱり確保する必要があるのかと

か、将来どの程度の需要が期待できるのかと

かというのを、まあぴたっと当てることはで

きないでしょうけれども、怖いのは――もち

ろん、今で見れば、どんどん子牛をつくれと

いう話が当然出ますね。ところが、２年後ど

うなっているかというと、今度はまた子牛の

価格が暴落して供給過多になるということす

ら絶対ないわけでもないでしょう。その辺は

全国ベースと合わせながら、何かデータをと

って、ある程度の――まあ、大手の人たちが

どのくらいやっているか、見えないかもしれ

ませんけれども、私は、ある程度の目指すべ

き標準値というのかな、そういうものを組み

立てて国がやってくれるのか、県がアドバイ

スしてやらせるのかわかりませんけれども、

そういう何か全体的な指標的なものはあるん

ですか、国は。 

 

○中村畜産課長 国のほうが、繁殖雌牛等の

増頭プランということで、10万頭ふやしまし

ょうとかいう計画はございますけれども、な

かなか思うようにいかないというのが本音で

ございまして、県のほうでいくと、大体肉用

牛の出荷が年間６万7,000頭ございます。県

内では、繁殖雌牛が今３万4,000頭程度でご

ざいますので、当然足らないということで、

我が県も、鹿児島、宮崎の畜産地帯から仕入

れているということがございます。 

 もともと国の統計で産地間交流表というの

がありまして、農水省の統計部が出していた

んですけれども、それで大体の各県の需給バ

ランスがわかっていたんですけれども、その

辺の数値が今国もわからないような状態にな

っています。 

 非常にその辺の各県のバランスはわかりま

せんけれども、県独自でいきますと、県の肥

育農家数の飼養頭数と繁殖雌牛の頭数はわか

っていますので、その辺のところの県内で供

給すべき頭数というのを今後整理して、また

頑張っていきたいということで思っていま

す。 

 

○前川收委員 もちろん、熊本県が全然子牛

が足りない、潜在的に足りない県だったこと

は事実ですし、そこをしっかり埋めていくこ

とは大事なことですから、熊本県としてしっ

かり頑張っていっていただきたいと思いま

す。 

 同時に、やっぱり国にも、全体的な姿が見

えるような指標をちゃんととれということ

を、我々も言いますけれども、見えていかな

いと、さっき言ったように、１年１年の勝負

じゃないですね。何年もかけながらやってい

かなきゃいけない。すぐに変えられない。今

子牛を仕入れて、結果が出るのは２年後、そ

のときの卖価は誰も予測まだできないわけ

で、非常にそのリスクというかな、リスク管

理が難しいのが畜産経営だと思っていますの

で、それを尐なくとも尐しずつでも減らすよ

うな統計上のデータというものはやっぱり絶

対必要だと思いますので、国に求めてくださ

い。お願いします。 

 以上です。 

 

○浦田祐三子委員長 ぜひお願いいたしま

す。 

 ほかに質疑は。 

 

○磯田毅委員 農業の産出額というのはこれ

を見るとよくわかりますけれども、考えてみ

ますと、さっきの中山間地の問題でも、例え

ば農地だけじゃなくて、林業から得られる収

入とか、海岸部だったら、水産業から得られ
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る収入と足して暮らしが成り立つということ

を考えると、林業産出額と水産業の産出額、

それに付随した純益というんですか、林家所

得というんですか、そういったものの資料は

ないんですかね。一緒に出してもらえれば総

合的にわかりますけれども。 

 

○白石農林水産政策課長 今回は、農業所

得、農業生産額を出しましたけれども、林と

水については、年度末に統計がまとまります

ので、農業の場合には、今回12月に出ました

ので、今回出しましたけれども、林と水につ

きましては、26年度の数字が年度末にまとま

りますので、そのときにまた御報告させてい

ただきたいと思います。 

 

○磯田毅委員 わかりました。 

 

○浦田祐三子委員長 ほかに質疑はございま

せんか。――なければ、これで質疑を終了い

たします。 

 次に、その他に入ります。 

 まず初めに、私のほうから１つ御報告がご

ざいます。 

 さらなる委員会活動の活性化に向けた取り

組みの一つといたしまして、各常任委員会ご

とに１年間の常任委員会としての取り組みの

成果を、２月定例会終了後に県議会のホーム

ページで公表することになっております。 

 お手元に様式がございますが、委員会にお

いて審議された中で、委員から施策を推進す

る上でのさまざまな課題や要望が提起され、

県執行部において対応がなされております

が、その中から、執行部の取り組みが進んだ

主な項目を取り組みの成果として取り上げ、

紹介をする予定です。 

 全委員会共通で、６月の第２回委員会から

本日の委員会までの中で委員から提起された

要望、提案等の中から、取り組みの進んだ項

目をピックアップし、次回の２月定例会の委

員会までに掲載(案)を作成し、委員の皆様へ

お示しをしたいと思っておりますが、余り時

間もございませんので、この作成につきまし

ては、項目のピックアップも含め、私と副委

員長に御一任いただいてもよろしいでしょう

か。 

  (「はい」と呼ぶ者あり) 

○浦田祐三子委員長 それでは、そのように

させていただきます。 

 次回２月定例会の委員会におきまして、作

成した案を委員の皆様にお示しをいたします

ので、よろしくお願いいたします。 

 最後に、その他で委員の先生方から何かご

ざいませんか。 

 

○前川收委員 さっき中山間とか山間地域の

生活の話がありましたが、私が見ている中山

間、山間地域の皆さん方の収入というのは、

農業収入と林業の特用林産物とかのシイタ

ケ、タケノコとか、そういう季節的な収入、

それともう１つ大事なことを誰も言わないけ

れども、収入として過去あったのは、公共事

業の作業員として季節労働で出ていらっしゃ

いました。これは、どこの山の奥でもそうだ

と思います。 

 その３つのうちに、農業収入も厳しい、そ

れから林業も厳しい、季節労働的な仕事はも

うほぼない。ほぼないです、今。そういう状

況になっているというその視点も含めて、中

山間、山間地域の所得という視点においての

考え方というものを、これは農林水産部だけ

ではできないかもしれませんけれども、そう

いう視点をぜひ持ってください。 

 現金収入がないと、誰も暮らしていける人

はいません、人間。その現金収入をどこに頼

っているかという部分について、林業の場合

は非常に幅広で、特用林産物の場合は卖年度

収入がありますけれども、間伐とか、造林そ

のものでいくとなかなか難しいというとこ

ろ、20年とか、30年とか、50年とかというサ
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イクルになるんですね。 

 やっぱりそういう幾つかの複合的な収入の

中で中山間地域の生活が過去に守られてきた

という事実が私はあると思いますが、あんま

りそんなことを議論する場所がないので、そ

ういうことも含めて考えてみていただきたい

と思います。 

 以上です。 

 

○浦田祐三子委員長 答弁はよろしいです

か。 

 

○前川收委員 答弁は要りません。多分でき

ないです。 

 

○浦田祐三子委員長 それでは、ほかに質問

ございませんか。――なければ、これで本日

の質疑を終了したいと思います。 

 これで、本日の議題は全て終了いたしまし

た。 

 最後に、要望書が２件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付いたし

ております。 

 次回は、２月定例会中の２月24日水曜日午

前10時からの開催になります。 

 それでは、これをもちまして第５回農林水

産常任委員会を閉会いたします。お疲れさま

でございました。 

  午前10時41分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  農林水産常任委員会委員長 

 

 

 

 

 

 

 

 


